
２０１０年３月期期末決算概況および

２０１１年３月期通期業績予想

Ｎ Ｔ Ｔ 都 市 開 発 株 式 会 社 ２ ０ １ ０ 年 ５ 月 １ ２ 日Ｎ Ｔ Ｔ 都 市 開 発 株 式 会 社 ２ ０ １ ０ 年 ５ 月 １ ２ 日



１．連結決算・連結業績予想ハイライト

2010年3月期連結決算及び2011年3月期連結業績予想の概況

（単位:百万円）

2011年3月期2010年3月期 増減 増減

営 業 収 益

区 分
2011年3月期

業績予想

１４１,０００

2010年3月期

決算

１４９,２２４

対前期 対計画* 対前期

4,947   (3.4%) △8,224 (△5.5%)△775 (△0.5%)

営 業 利 益 ２４,０００

－

１６,１２９

１３３,０９５営 業 費 用

△9,114 (△36.1%)

14,062 (11.8%) －

7,870   (48.8%)

－

1,629  (11.2%)

－

－

２,５６４

８,４７７

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

190      (8.0%)

364      (4.5%)

－

－

－

－

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

１８,０００

－

１０,２１５

１７,６２８

６ ０２５

5,590    (46.4%)

1 877 (45 3%)

△9,288 (△47.6%)

－

7,784   (76.2%)

－

2,215  (27.7%)

当 期 純 利 益

特 別 損 失

法 人 税 等

９,０００

－

－

６,１１６

６,０２５

１５,７０２

1,877    (45.3%)

4,298    (37.7%)

△9,873 (△61.7%)

－

－

2,883   (47.1%)

－

－

1,116 (22.3%)
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（*）2010年3月期計画は、2009年11月5日発表の業績予想

当 期 純 利 益



２．セグメント別業績及び業績予想

セグメント別2010年3月期連結決算および2011年3月期連結業績予想の概要セグメント別2010年3月期連結決算および2011年3月期連結業績予想の概要

2011年3月期
増減 増減

（単位:百万円）

2010年3月期

△8,224 (△5.5%)

区 分

営 業 収 益

2011年3月期

業績予想

１４１,０００4,947      (3.4%) △775   (△0.5%)

対計画*2対前期

増減

対前期

増減

１４９,２２４

2010年3月期

決算

*1

△5,392 (△5.5%)

△2 943 (△7 1%)

９２,７００

３８ ７００

△1,835   (△1.8%)

8 955 (27 4%)

△607   (△0.6%)

△156 (△0 4 %)

９８,０９２

４１ ６４３

不 動 産 賃 貸 事 業

分 譲 事 業 △2,943 (△7.1%)

446 (3.1%)

7 870 (48 8%)営 業 利 益

３８,７００

１５,０００

２４ ０００

8,955    (27.4%)

△2,071 (△12.5%)

△9 114 (△36 1%)

△156  (△0.4 %)

153      (1.1%)

1 629 (11 2%)

４１,６４３

１４,５５３

１６ １２９

分 譲 事 業

そ の 他 の 事 業

*1
7,870 (48.8%)

△2,421  (△7.7%)

営 業 利 益

不 動 産 賃 貸 事 業

２４,０００

２９,１００

△9,114 (△36.1%)

△4,038 (△11.4%)

1,629 (11.2%)

1,321     (4.4%)

１６,１２９

３１,５２１

10,998        (- )

△258 (△19.0%)

分 譲 事 業

そ の 他 の 事 業

５００

１,１００

△4,480        ( - )

△141   (△9.4%)

△698        (－)

558    (69.8%)

△１０,４９８

１,３５８
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（*1）営業収益において、内訳のセグメント数値はセグメント間の内部収益又は振替高を含む。営業利益において、内訳のセグメント数値は「消去又は全社」考慮前

（*2）2010年3月期計画は、2009年11月5日発表の業績予想



３．不動産賃貸事業：収益と利益の推移

2010年3月期は、大手町第１次再開発等の新規物件の増収（+31億円）があったものの、空室影響や賃料値下げ等による既存物件の
減収（△29億円）、前年度に実施した資産売却による影響（△19億円）等により、対前期『減収』（△18億円）、『減益』 （△40億円）。

2011年3月期は、新規物件の増収があるものの、既存物件の減収や資産売却の影響等により、対前期『減収』（△53億円）、『減益』
（△24億円）を見込む。

（単位：億円）

35 6%
1,400

営業収益

853
899

999 980 927
25.5%

27.2%
28.9%

35.6%
32.1% 31.4%

1,000

1,200

営業収益

営業利益

営業利益率

774
853

600

800

197 231 260
355 315 291

200

400

0

2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3 2011/3（予想）

賃貸ＮＯＩ 472 505 527 642 614 572
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※2006年度より連結ベースで表示



４．空室率の状況

13.1
14.0 

（％）

8.810.0 

12.0 市場・全国

6.5
6 0

8.0 
市場・都心５区

6.44.0 

6.0 

当社・全国

0.0 

2.0 

当社・都心５区

※１ 当社空室率の算出は、従来、翌月１日現在であったものを06.3より当月末に変更。

※２ 07.3より連結ベースに変更。

(年.月）
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※２ 07.3より連結 スに変更。

※３ 都心５区の市場空室率は三鬼商事データ。全国の市場空室率は、三鬼商事発表の東京、横浜、大阪、名古屋、福岡、仙台、札幌の空室率の単純平均値（当社試算）



５．分譲事業：収益と利益の推移

2010年3月期は、分譲マンションの引渡戸数の増加（563戸⇒843戸）等により対前期『増収』（+89億円）となったが、

たな卸資産の評価損（127億円）の影響等により営業損失（△104億円）を計上。

2011年3月期は、マンションの引渡戸数減（843戸→620戸）により減収（△29億円）となるが、黒字を目指す。

（単位：億円）

384
416 387

400

500
営業収益

営業利益

営業利益率

235

326 326

19.1%
16 0%

300

営業利益率

45 52 65

16.0%
17.2%

100

200

45

60 104

51.3%

△

0

104
△18.4%

△25.2%
△200

△100

2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3 2011/3（予想）
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566 670 625 563 843 620分譲ﾏﾝｼｮﾝ引渡戸数



2010年3月期は 大手町第２次再開発（23億円） （仮称）四条烏丸ビル（18億円）等 247億円の投資を実施 2011年3月期は450億円の投資を

６．投資額・有利子負債の推移

2010年3月期は、大手町第２次再開発（23億円）、（仮称）四条烏丸ビル（18億円）等、247億円の投資を実施。2011年3月期は450億円の投資を

予定。

2010年3月末の有利子負債は、資産組換え等の効果により、4,966億円（前期比△243億円）となり、ネットD/Eレシオは、2.55倍へ改善。

2011年3月末には、利益回復や投資総額管理等により、更にネットD/Eレシオが改善する見込み。

賃貸等不動産の時価（2010年3月末）は1兆2 086億円 含み益4 707憶円

投資額の推移 有利子負債の推移

賃貸等不動産の時価（2010年3月末）は1兆2,086億円、含み益4,707憶円。

（単位：億円） （単位：億円）

1,200 8,000

756

600

800

1,000

,

5,210 4,966 4,920
6,000

△46

247
450

200

400

600

2,000

4,000

+203

△46△243

△509

ﾈｯﾄＤ／Ｅﾚｼｵ ２．７８倍 ２．５５倍 ２．５０倍

0
2009/3 2010/3 2011/3 0

2009/3/31 2010/3/31 2011/3/31◎2010年3月期の主な投資実績

・大手町一丁目第2地区第一種市街地再開発事業

（仮称）四条烏丸ビル ア バンエ ス北浜アネ クス

（予想）

（予想）

・（仮称）四条烏丸ビル ・アーバンエース北浜アネックス

・太子橋敷地開発 ・英国ロンドン市オフィスビル 等

◎2011年3月期の主な投資案件

・大阪駅北地区先行開発区域プロジェクト

（仮称） 条烏丸ビル 内本町プ ジ クト （ ) ネ トD/Eレシオ (有利子負債 現金及び現金同等物 預け入れ期間が3 月を超える

賃貸等不動産の時価
（2010年3月末）

1兆2,086億円
（簿価：7,378億円、含み益：4,707億円）

時価ベース ネットD/Eレシオ
(2010年3月末）

1.02倍
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・（仮称）四条烏丸ビル ・内本町プロジェクト

・芝浦水再生センター上部利用事業 等

（*) ネットD/Eレシオ=(有利子負債-現金及び現金同等物-預け入れ期間が3ヶ月を超える
定期預金)/純資産
なお、時価ベースのネットD/Eレシオは、純資産に含み益（税後）を考慮したもの



７．ＲＥＩＴ事業への参入

プレミア投資法人が資産運用業務を委託するプレミア・リート・アドバイザーズ株式会社の株式の過半を取得し、ＲＥＩＴ
の資産運用ビジネスに本格参入。

・出資（53 1％）

当社

プレミア・リート・アドバイザーズ㈱

（資産運用会社）

・出資（53.1％）

・役職員派遣＜予定＞

資産運用業務委託

• 販売型事業にお
ける出口候補の
多様化

• ＡＭフィー収入の

• パイプライン強化
による外部成長
の促進

• 当社ノウハウの
当社

プレミア投資法人

（上場ＲＥＩＴ）

・パイプラインサポート

・増資引受（30億円）

資産運用業務委託
ィ 収入

拡大
• 周辺事業（ＰＭ・
ＢＭ）の成長促進

活用による一層
の内部成長

• 財務面の更なる
安定化

レジデンスとオフィスの複合型

資産規模（取得価格合計）及び物件推移

東京経済圏特化

エリア別投資比率

49％ 54％ 54％ 54％
32

35 36
39

42
45 45 45

30

40

50

100,000 

120,000 

140,000 

160,000 
オフィス レジデンス 物件数

（百万円） （件）

東京２３区
20.4％

周辺都市部

7.3％

52％ 49％ 49％ 52％ 51％ 46％ 46％ 46％

48％ 51％ 51％
48％

49％

10

20

30

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

, 20.4％

都心５区
72.3％
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総資産 億 とな 前年度末と 億 減少 主な たな卸資産 評価損 る簿価切 げ 影響等

（参考） Ｂ／Ｓ （総資産、負債及び純資産）

総資産は、9,167億円となり、前年度末と比べ199億円の減少。主な要因は、たな卸資産の評価損による簿価切り下げの影響等。

負債は、7,311億円となり、前年度末と比べ218億円の減少。主な要因は、有利子負債が243億円減少した影響等。

純資産は、当期純利益61億円及び配当金39億円の支払等により前年度末と比べ19億円の増加。

総資産
（単位：億円）

10 000

負債及び純資産

10 000

（単位：億円）

9 366 9 167

7 492

1,484 1,252

8,000

9,000

10,000 9,366 9,167

・たな卸資産 1,278 ・たな卸資産 815

流動資産流動資産 1,167 849

8,000

9,000

10,000

・支払手形及び営業未払金 62
・有利子負債(短期） 522

流動負債

・支払手形及び営業未払金 90
・有利子負債(短期） 828

流動負債

9,366 9,167

7,484 7,492

5,000

6,000

7,000 有形・無形
固定資産

・有形固定資産 7 451

有形・無形
固定資産

・有形固定資産 7 458

6,362 6,462

5,000

6,000

7,000 固定負債

・有利子負債(長期） 4,444

・受入敷金保証金 924

固定負債

・有利子負債(長期） 4,381

・受入敷金保証金 978

2 000

3,000

4,000

有形固定資産 7,451

・建物及び構築物 3,507

・土地 3,786

有形固定資産 7,458

・建物及び構築物 3,370

・土地 3,956

2 000

3,000

4,000

0

1,000

2,000

2009/3/31 2010/3/31

・投資有価証券 175
投資等投資等

・投資有価証券 163 397 422

1,835 1,855

0

1,000

2,000

2009/3/31 2010/3/31

純資産

・株主資本 1,501
・少数株主持分 353

純資産

・株主資本 1,479
・少数株主持分 354
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2009/3/31 2010/3/31 2009/3/31 2010/3/31



（参考）キャッシュ・フローの状況

（単位 億円）（単位:億円）

区 分
2009年3月期

決算
対前年増減

2010年3月期

決算

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ フ ロ △120 472３５１

２１８

２５５

273

257

△55

△2

(再掲) 税金等調整前当期純利益

(再掲) 減価償却費

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △120 472３５１

△１７６

２５２

△９２

△120

△128

８

△55

380

△100

(再掲) 固定資産売却益

(再掲) たな卸資産の増減額（△：増加）

(再掲) 売上債権の増減額（△：増加）

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △573

△662

640

439

６６

△４２

△２２２

△133 91(再掲) 法人税等の支払額

(再掲) 有形固定資産の取得による支出

財 務 活 動 に よ る キ シ フ ロ 630

△662

196

△931

439

110

△

△２２２

３０６

フ リ ー ・ キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ４１８ △694 1,113

(再掲) 有形固定資産の取得による支出

(再掲) 有形固定資産の売却による収入

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 630

691

△42

△931

△935

3

△３００

△２４４

△３９

(再掲) 借入金等の増減額（△：減少）

(再掲) 配当金の支払
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現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 86 118２０５



（参考）主な経営指標

区 分 ２０１０年３月期 ２００９年３月期

Ｎ Ｏ Ｉ

自 己 資 本 当 期 純 利 益 率 （ Ｒ Ｏ Ｅ )

６１,４８０百万円

４ １％

６４，２７７百万円

１１ ２％自 己 資 本 当 期 純 利 益 率 （ Ｒ Ｏ Ｅ )

配 当 性 向

４．１％

６４．６％

１１．２％

２４．７％

自 己 資 本 配 当 率 （ Ｄ Ｏ Ｅ )

自 己 資 本 比 率

２．６％

１６．４％

２．８％

１５．８％自 己 資 本 比 率

ネ ッ ト Ｄ ／ Ｅ レ シ オ ２．５５倍 ２．７８倍

※1 上記、経営指標は全て連結ベース。

※2 経営指標の算定式は以下のとおり。

ＮＯＩ＝不動産賃貸収入－不動産賃貸原価＋不動産賃貸減価償却費(長期前払費用を含む) 自己資本比率＝自己資本÷総資産

自己資本当期純利益率＝当期純利益÷((前期末自己資本＋当期末自己資本）÷2) ネット D/Eレシオ＝(有利子負債-現金及び同等物-預け入れ期間3ヶ月を超える定期預金)÷純資産

配当性向＝1株当たり配当金(年額)÷1株当たり当期純利益 自己資本＝純資産－新株予約権－少数株主持分

自己資本配当率＝配当金(年額)÷((前期末自己資本＋当期末自己資本)÷2)

Copyright © 2010 NTT Urban Development Co. All rights reserved 10

自己資本配当率＝配当金(年額)÷((前期末自己資本＋当期末自己資本)÷2) 



ディスクレーマー

本資料における、当社の計画、戦略及び意見並びにその他の記述のうち、歴史的事実でな
いものは、将来の業績に関する見通しであり、リスクや不確実性を内包するものです。これ
らは、現在入手可能な情報をもとにした当社の仮定及び意見に基づいており、実際の業績
は、環境の変化、及びその他の事由により、大きく異なる可能性があります。

特に断りのない場合、本資料は日本における会計方針に基づいて作成されています。
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